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本日の流れ

① とやまDXパートナー制度創設の背景・目的

② とやまDXパートナー制度の概要

③ 登録手続き

④ 質疑応答



制度創設の背景・目的

背景 ・県内企業において、デジタル化・DXの必要性は認識されつつも、
「何から始めればよいか分からない」「相談先が分からない」 と

いう声が多い
・ＩＴ関連サービスへのニーズは存在する一方で、県内企業と
サービス提供事業者がつながりにくい という課題がある

・企業のDXは、単発のＩＴツールやシステム導入ではなく、
課題整理から実行・定着までの継続的な支援 が重要

目的 ・企業のDX課題に応じて専門的な助言や技術支援を提供できる事
業者を「とやまDXパートナー」として登録・公表

・県内企業が 自社の状況に合った支援者を選びやすい環境 を整備
・パートナーと連携しながら、県内企業のデジタル化・DXの実効
性を高め、着実に前進させる仕組みを構築



とやまDXパートナー制度の概要

ITベンダー、コンサル、機械メーカーなど
（県内・県外を問わず、DXの助言・提案が可能な企業を幅広く募集）

①パートナーの登録対象者

②県内企業とパートナーの関係

・県内企業は、登録事業者の中から、自社の課題や取組段階に応じた
適切な DXパートナーを選択

・DXパートナーのサポートにより、課題整理から計画策定、導入・実行、定着
まで実践的・継続的な伴走支援を促進



とやまDXパートナー制度の概要

・県内企業にとっての 「身近な相談相手」としてDX推進を継続的にサポート
・専門的な助言・提案を通じて、企業の課題整理・解決、計画策定を支援
・補助金の活用も含めて計画の実行・定着を支援
・「DXの裾野を広げていく担い手」として支援事例を積み重ね、発信・横展開

③ DXパートナーの役割

「とやまDXパートナー制度」は、皆様の知見・経験を
県内企業のDXにつなげていく仕組みです。
県内企業のDX推進を、専門的な立場から共に支えていた
だきたいと考えています。



補助金

制度の位置づけ

Point

・DX支援を担うパートナーを「見える形」で整理・発信
・企業の取組みに、パートナーの専門的な知見・提案をつなぐ仕組み
・他の支援施策とも連動し、DXを一過性で終わらせない形で後押し

課題の整理 計画策定 計画実行 定着

企業のDXステップ

デジタル化相談窓口など

研修講座

DXパートナー制度



とやまDXパートナー登録のメリット

DXパートナーとして登録いただくことで、次のようなメリットがあると考えて
います。

• 県内企業との接点の拡大
→ DXに関心を持つ県内企業からの問い合わせ・相談機会の増加
※県内企業に対しては、必要に応じ、富山県新世紀産業機構「デジタル化

相談窓口」がリストの中から課題やニーズに合ったパートナー候補企業
を紹介

•企業情報の発信強化
→ とやまDXコンソーシアムWebサイトでの公開を通じて、自社の取組みや
強み、実績を広くＰＲ

•各種DX施策への参画機会の創出
→ 県の補助金やコンソーシアムの研修講座などの各種DX施策へ参画



【参考】中小企業トランスフォーメーション補助金
DXやGXを通じた業務プロセス・事業構造の変革や、人手不足に対応するための省力化・
省人化による生産性向上に取り組む中小企業・小規模事業者を支援

募集枠 内容
補助率 補助額

中小・組合 小規模 上限 下限

①省力化・省人化

モデル枠
【新設】

人手不足に対応するための省力化・省

人化に関する複合的な取組み（単なる
ツールの導入だけではなく、企業全体

として戦略を定めて取り組むもの）

2/3 3/4 1,000万円 200万円

②DX枠
デジタル技術を活用した生産プロセス

等の改善
1/2 2/3

500万円 100万円
AI導入枠

【新設】
AI導入による先進的な取組み 2/3 3/4

③GX枠
温室効果ガスの排出削減に資する業務

プロセスの改善
1/2 2/3

＜必須要件＞
・事業完了後１年以内に労働生産性を向上させること（③GX枠は二酸化炭素排出量を削減）
・事業実施期間内に平均賃金（時給単価）を10円以上引き上げること
・事業実施期間内に給与支給総額（月額）を３％以上引き上げること【①省力化・省人化モデル枠のみ】
※②DX枠、③GX枠で達成した場合は、補助率を引上げ（中小1/2→2/3、小規模2/3→3/4）
◎原則、「とやまDXパートナー」に登録されたITベンダー等と協力して申請すること【③GX枠を除く】

１月末頃
    募集要領等公表
２月末頃
    公募開始



とやまDXパートナーの登録手続き

①登録主体

・とやまDXコンソーシアムが募集を行い、登録・運用を行う

②登録後の扱い

・登録されたDXパートナーはリスト化し、コンソーシアムWebサイトで公表
・県内企業や支援機関が「相談相手を探す際の参考情報」として活用

③募集・登録スケジュール

・募集は 第１次〆切を1月16日（金）とし、申請内容の確認・審査を行った
うえで、1月末頃にリストを公表

・その後は、随時申請を受け付け、リストを更新



【参考】登録から公表までの流れ

・電子申請フォームから申請

１ 登録申請

２ 申請内容に関する形式確認

３ 審査

・審査結果をコンソーシアムから申請者に通知

４ 登録・公表

・とやまDXコンソーシアムWebサイトにてリスト公表

・記載漏れや必要書類の有無を事務局で確認
※不備がある場合は修正をお願いする場合があります

第１次〆切：１/16（金）

１月末頃



とやまDXパートナー登録要件

登録にあたっては、次の要件を満たす事業者を対象とする。

• 企業のDX支援に関する専門的な知見・実績を有していること
• 企業の課題整理や提案、実行支援等を行う体制を有していること
• 企業の状況や意向に寄り添い、公正かつ誠実に支援できること
• 反社会的勢力との関係がないこと 等

登録要件

※ 詳細は実施要領をご確認ください

※ 特別な要件や基準は設けていません。
本制度では、これまでの支援経験や得意分野を踏まえ、

「県内企業のDXを一緒に支えていただけるか」を重視しています。



登録申請で記載いただく主な内容
①会社概要

・所在地、従業員数、事業内容、営業エリア 等

②対応可能な支援内容（チェック形式）

・課題整理、ＩＴ導入、業務改善、データ活用 等

③得意分野・業種

・製造業／非製造業、業種特化の強み

④使用可能ツール

・取り扱うことができる具体的なツール・システム名

⑤ DX支援実績

・過去の支援内容・件数（県内企業の実績 等）

申請時に記載いただいた内容がWebサイトでの
掲載情報になりますので、特に「④使用可能
ツール」、「⑤DX支援実績」は、自社の強みを
PRできるよう、具体的にご記載ください。
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